






























































































年　　　国 日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ フランス
1970年 ！8．2 8．2 6．6 17．9 12．6
71 17．9 8．3 4．8 17．0 13．5
72 18．2 6．7 7．1 15．5 13．7
73 20．9 8．9 8．3 14．0 14．2
74 23．7 8．7 8．4 14．8 14．1
75 22ユ 8．8 8．7 15．2 15．3
76 22．4 7．1 8．0 13．4 12．9
77 21．0 5．8 7．2 13．4 13．2
78 20．6 5．4 9．7 13．3 142
79 18．7 5．4 11．3 13．8 12．5
80 ユ9．4 5．7 12．4 12．8 10．6



















































































































?? 1945 1950 1955 1960 1965 197⑪ 1975
～50 　【　一`Db ～60 ～65 ～70 　〔「`の ～80??????
実質成長率 9．4 1〔L9 8．2 9．7 12．2 5ユ 5．6
就．業者増加率 2．3 2．7 2．2 1．7 ユ．8 0．4 1．2
? 生産性上昇率 7．1 8．2 6．5 8．0 10．4 4．7 4．4
?????? （24．2） （25，4＞ （29．7） （29．7） （27．6） （26．1）???
製　造　．業 一 ！2．0 9．6 7．9 12．3 2．0 7．0
????????
そ　の　他 一 7．⑪ 一　　　　FaDつ 8．1 9．7 5．6 3．5???




椛ﾎ’生産性 　 L55 1．35 1．34 1．16 1．17 LO5
就業者シフト
一 1．6 4．2 2．3 1．7 △0．9 △1．7・ポイント



















































































1蜘撮終消費 13．4 2．4 2．9 7．1 5．1 5．6 4．2
［公的資本形成 △9．2 23．3 13．8 16．0 1〔｝．8 6．7 7．71輸出等 99．5 13．9 12．3 14．9 15．7 11．8 10．3












































































































































































































































































思 A．マーシャル J．モネー P．ドラッカー?
J．シュンペ』ター W．オイケン 福田徳三
家 L．ワルラス 武見太郎
経 経済効率主義の実践 混合経済政策の実践 経済動態の
済 「市場の成功」 「政府の成功」 適応システムの確立














































































































































































































母子傑健 学校保健 産業保健 成人保健
地域包括医療計画
社会・経済システム 政治システム
（市場機構） （非市場機構〉
地域保健委員会
住民代．表
産業代表
専門家代表
行政代表
（B）
ダーシップにより人間中心的で未来志向的で，動態的安定性のもとで，
費用と負担の調整が効果的な形で運営されていく。われわれはこのよう
な非市場機構のことを多年来，社会拠出機構と呼んで調査研究を積み重
ねている。健康福祉の最適化．過程の達成を目標とする技術集積型健康開
発システムは，マルチチャンネル・メディカル・システム（Multichan－
nel　Medical　System）とも呼ばれているのであるが，ここでのマルチ
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図6　「市場の成功」と「政府の成功」の共生の大分モデル
八間福祉（健康福祉）
ヘルスエコノミックス
　新生資本主義
iネオキャピタリズム）
技術集積型健康開発システム
［健やかに生きる条件の確保］
社会拠出機構
グローバルシステム
［ヒューマンエコロジーと経済の融合］
健康福祉志向の価値選択行動の実践
チャンネルは，図5A面の医学的条件とB面の政治的条件とC面の社
会経済的条件の融合による同時達成を意味している。
　図6は小林登との共編著である『社会人間学一社会を場として考え
る一』で発表した17）「市場の成功」と「政府の成功」の共生の大分モ
デルである。
　ここでは経済価値論の目標であるGNP（経済福祉）の最大化ではな
く，健康価値論をベースとする健康福祉を目標としている。杉田と田村
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の『ヘルスエコノミックス』は，健康福祉の最適化過程を論理実践実証
主義の方法のもとで解明しようと試みた。われわれはポスト冷戦の社
会・政治・経済体制をネオキャピタリズム（新生資本主義）と呼んだ。
そしてこれの実証的基盤を大分地域で展開されている技術集積型健康開
発システムに求めた。またデンマークとスイスの健康福祉の最適化過程
の進行状況の調査研究も加えて，実証的基盤の充実をはかった。そして
われわれは，ネオキャピタリズムを，健康開発型市場経済（市場機構）
と社会拠出機構（非市場機構）の共生により形成され運営されるものと
考えた。この場合ネオキャピタリズムは健康福祉の最適化過程を目標と
するから，健康福祉の特性により，地域主権的中央制御のグローバル・
システムを特徴とする。したがって，市場機構としての健康開発型市場
経済では，疾病治療型市場経済と異なり，環境と共に，地域との共生が
必要とされる。これは市場機構の“健康度”（アダプタビリティ）を高
めるためにも必要な体質変化である。筆者は，経済をヒューマン・エコ
ロジーの視点でとらえれば，市場と地域の共生に違和感はないことを大
分地域における健康福祉開発への実践的参加によって理解した。デンマ
ーク，スイスだけでなくEU（ヨーロッパ連合）もこの方向に進んでい
ることは容易に裏づけることが可能である18）。図6に示されているよう
に，経済とヒューマン・エコロジーの融合は，個人・家庭がライフサイ
クルを通して健康価値論の実践を行うことを基底としていることはすで
に繰返し述べたとおりである。
4．むすび一少子・高齢化社会への対応と健康投資
　図7によって示されるような諸要因からの衝撃により日本経済は激動
の経済変革にさらされている。このうち特に情報化野菊，地球化社会と
共に，少子・高齢化社会突入の衝撃が大きい。したがって，激動の日本
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図7　地球社会の申の日本経済への衝撃
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科学技術（専門性）、価値選択（政治性）、自由経済（自由性）
の融合性と組織づくりの必要性
経済変革に対しては，少子・高齢化社会の衝撃に焦点を合わせて他の要
因の衝撃を考えていくのが肝要である。この時期において橋本政権は，
国内では経済・財政構造改革行動計画を発表し，また世界的には先進国
首脳会議で，人類のよりよい生存のために世界福祉イニシアチブを提唱
し，大方の賛同を得ている。国内的にみても世界的にみてもまた資本主
義経済の歴史からみても，経済価値論をベースとする市場原理によるシ
ステム形成，つまり疾病治療型市場経済システムに依拠して政策を立案
し実行しても，これまでの歴史的事実からして部分的成功しか期待でき
　140
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ないことが予想される。この成功はこれまでの歴史が示すように，失業，
所得分配の不平等，福祉の切り捨て，環境汚染，健康障害，家庭崩壊の
コストを払った一しでのことである。貨幣評価を中心とする市場評価だけ
に任せることなく，多次元的評価と長期的評価の視点で，未来志向約行
動を基本とする健康価値論の実践によって市場経済の健康度（アダプタ
ビリティ）を高めなければならない。このためには社会拠出機構と連係
して，市場経済の健康度を上昇させるための健康投資が必要である。こ
れがわれわれのいう健康開発型市場経済論の特徴である。これにより市
場の成功の条件を確保し，このシステムが非市場機構としての社会拠出
機構による「政府の成功」と共生することによって，経済と財政の構造
改革の行動計画のバランスのもとで，入類生存のよりよい条件の確保の
世界福祉イニシアチブ達成の条件が確保されるということがわれわれの
この小論での結論である。要するに，われわれは，図4で示した橋本政
権の内外施策の整合性の条件を確保するには，疾病治療型市場経済論を
脱皮して，健康開発型市場経済論の視点から，政府，NPOとともに健
康福祉の最適化過程にバランスを取ることが肝要である，と主張したい。
注
1）共生の社会人間行動については小林登・田村貞雄編著『社会八間学一社会
　を場として考える』成文堂，1997年11月に詳しく説明している。
2）技術集積型健康開発システムについては，杉田肇（1974年）を参照されたい。
3）これについては田村貞雄（1985）を参照されたい。
4）経済厳訓G貯蓄率甑資本騰を・とすれば・G一÷として示すこ
　とができる。市場調整による貯蓄が常に投資に吸収されるという新古典派成長
　モデルの仮定のもとでは，貯蓄率と経済成長率は正の関係を持つものとして規
　定されている。
5＞いま産出高Y，資本K，労働N，技術Tで示すとすれば，新古典派成長モ
　デルの生産関数はY＝F（K，N，　T）としてあらわされる。これを一次式に
　して示すとY＝AKON覧たfしαは資本の生産弾力性，βは労働の生産弾力
髄あらわす）となる．．これ鮒撒ラ〉すると景一会＋媛＋β暑を得る・
景は産出高の成国会は技術進歩率による鰍分，・長は資械長による
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賄猷β暑は労働厳による貢献分を示している・
6｝マクロ市場均衡式はY（供給）＝C（消費需要）＋1（投資需要）とあらわさ
　れる。定義によりY－C＝S（貯蓄）であるから，Y＝C＋1を変形すると
　（Y－C＝D，S＝1を得る。この結果S〈1ならば好況（需要〉供給），　S＞1な
　らば不況（供給〉需要）となる。
7）これについては，大畑弥七・田村貞雄（1986）を参照されたい。
8）組織適応能については，田村貞雄（1976）に詳しく説明している，
9）これについては，田村貞雄・吉川暉・杉田肇『新しい医療福祉経済学（1983
　年）を参照されたい。
10）これについては，田村貞雄・杉田肇（1995b）を参照されたい。
11）これについては，経済企画庁編（1996）を参照されたい。
12）土屋光寛氏は，1994年4月～1996年4月まで，早稲田大学大学院社会科学研
　究科修士課程医療福祉経済学ゼミ（担当筆者）で研鐙を積んだ。ここで引用し
　たのは，その時のゼミ活動におけるリポートのひとつである。
13）田村貞雄・吉川暉・杉田肇（1983）。
14）これについては，田村貞雄・杉出肇（1995a）を参照されたい。
15）新経営家族主義については，田村貞雄（1996）を参照されたい。
16）未来志向型価格システムについては，田村貞雄（1995b）を参照されたい。
17）田村貞雄「福祉と経済の共生の社会人間行動一地球社会福祉と陽所的経
　済』のリサーチ」・1・同月・田村貞雄（1997）所収を参照されたい。
18）これについては，田村貞雄（1995a）で説明している。
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